
１　事業の目的１　事業の目的１　事業の目的１　事業の目的

　　　　　　　　具体的な数値で表すと（対象指標）

３　事業コスト３　事業コスト３　事業コスト３　事業コスト

４　事業に対する市民や議会の意見４　事業に対する市民や議会の意見４　事業に対する市民や議会の意見４　事業に対する市民や議会の意見

38,615

600

9,302

9,016

意図

対象を

どう変

えるか

災害対策の本部拠点、市民サービスの本部拠点として安全な施設となる

22年度予算額

特定財

源内

訳、補

足事項

庁舎建設基金

基本設計業務委託　２２→２３繰越明許費　29,400千円

22年度決算額 23年度予算額

政　　策 庁舎整備推進室

　

課等名

施　　策

事業の目

的は「対

象」を「意

図」した状

態にする

ことです

対象

誰、何

に

建物の全延床面積（㎡）

「21年度決算額」が予算科目「21決算

額」合計と相違

74,400

286

平成22年度事務事業実績及び前期4年間取組評価表平成22年度事務事業実績及び前期4年間取組評価表平成22年度事務事業実績及び前期4年間取組評価表平成22年度事務事業実績及び前期4年間取組評価表

予算科目

庁舎整備事業

会計 一般会計

事務事業名

2-1-1-10-3

事業No. 施策順№39

27

本庁敷地内の建物

19年度

19開始41 災害対策の推進 事業期間

23年度　20年度 21年度 22年度

政策･重点事業種別

終了

109811098110981 14000 14000

22年度の目標達成度

に対する振り返り

【政策的事業のみ評

価】

基本計画を策定し年度内の完成を目標に基本設計に取りかかったが、様々な方面からの意見を取り入れながら設計を進めており業務を繰り越した。

目標達成

度

22年度

目標

22年度

実績

0

23年度

目標

20年度

実績

19年度

実績

活動量・単位

１　　　　１式

２　　　　１式

３　　　　１件

４　　　１４件

５　　　１６件

６　　　　１路線

７　　　　１式

0 0

１　　　　１式

２　　　　１式

３　　　　１式

４　　　　１件

Ｂ

0

1 1

事業内容

1 3

名称

２　手段（具体的な取り組み内容）２　手段（具体的な取り組み内容）２　手段（具体的な取り組み内容）２　手段（具体的な取り組み内容）

事業の制度

（仕組み）説明

・本庁舎は、昭和３７年建築されており、建物・設備の老朽化が進み、東海地震等への耐震性も損なっていることから、市民の暮らしと生命を守る

安全・安心で快適なまちづくりの拠点として整備する。

・検討にあたっては、市民に親しまれる庁舎を整備するために、市民・議会・行政が協働して検討する。

・基本理念「市民に親しまれ、人にも環境にもやさしい、安全安心な「まちづくり」の拠点となる庁舎」

・整備スケジュール概要

　○平成２０年度　　 基本的な方針決定　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  ○平成２３年度～２６年度　　 周辺道路整備

　○平成２１年度　　 整備手法決定、事業手法決定　　　　　　　　　　　　　  ○平成２４年度～２５年度　　 新庁舎建設

　○平成２２年度　　 基本計画決定、基本設計、建物調査、用地測量       ○平成２６年度　　　　　　　　 現庁舎改修工事

　○平成２３年度　   実施設計                   　　　　　　　　　　　　　　　　　   ○平成２７年度　　　　　　　　 建物解体、外構等整備

　○平成２３年度～  用地取得、建物移転

　

22年度

事業内容

１　基本設計

２　実施設計

３　申請件数

４　補償物件数

５　取得用地対象者

６　道路工事

７　代替地造成

１　基本計画の決定

２　基本設計

    　　・新庁舎の基本設計(現庁舎の改修計画を含む)

３　物件調査及び用地測量

４　土地収用法事業認定手続き

１　基本計画決定

２　基本設計

３　物件調査及び用地測量

４　申請件数

23年度

実施計画

1　基本設計（現庁舎の改修及び新庁舎の建設）

２　実施設計（新庁舎の実施設計を完了する）

３　土地収用法事業認定手続き

４　建物補償

５　用地買収

　　取得面積：　A=4,124.6㎡

６　付け替え道路工事

     市道143号線　延長：L=120M

　　　　　　　　　　　幅員：W=5.5m

７　代替地造成

　　面積：　A=1,100㎡

（千円）

「21年度最終予算額」が予算科目「21

予算額」合計と相違

「22年度予算額」が予算科目「22予算

額」合計と相違

事

業

費

特

定

財

源

国庫支出金

起　債

一般財源

県支出金

計  計  計  計   (A)

その他

41-002

　　　　　　　　事業の成果を具体的な数値で表すと（成果指標）

耐震性能を有する床面積/全延床面積*100

Ｈ２1 ： 整備手法決定、事業手法決定、基本的な方針再決定

Ｈ２２：基本計画決定　　Ｈ２３：実施設計完了　　【計画の決定数】

0

0

 

21年度

実績

4 暮らしと生命を守る安全安心で快適なまちづくり

正規職員所要時間

臨時職員等所要時間

人件費計 (B)

39,215

21,456

トータルコスト　Ａ＋Ｂ

・市民会議及び庁舎建設検討委員会（議会）において、基本計画、基本設計について検討しており、新庁舎に対して環境への配慮、窓口サービスの充実、防災体制の強化など

意見が出されている。

・基本設計においてパブリックコメントを実施しており、環境配慮や、庁舎の規模及び建設コストの削減、地元製品の活用や企業の事業への参入などの意見がある。

0

2

6,000

30,758

70,600

3,800

A:十分達成

した

B:どちらか

といえば達

成した

C:どちらか

といえばで

きてない

D:ほとんど

達成できて

いない



５　行財政改革の取組内容【経常的事業のみ評価】５　行財政改革の取組内容【経常的事業のみ評価】５　行財政改革の取組内容【経常的事業のみ評価】５　行財政改革の取組内容【経常的事業のみ評価】

６　前期４年間の取組評価(総括)６　前期４年間の取組評価(総括)６　前期４年間の取組評価(総括)６　前期４年間の取組評価(総括)

市民が災害に備えている割合（％）：50%

庁舎整備事業に対する市民の理解や協力は不可欠で有り、情報共有を図りながら事業を進めていく。

FALSE

庁舎建設は大規模な建設事業であることから、建設コストの削減、建設後の維持管理コストも削減できる庁舎となるよう設計を行ってい

る。また、財源については、合併特例債が活用できるよう準備を進めている。

事務事業を統合・分割する必要はありますか ない 対象や意図を修正する必要はありますか

７　「対象」「意図」「結果」の関係の確認７　「対象」「意図」「結果」の関係の確認７　「対象」「意図」「結果」の関係の確認７　「対象」「意図」「結果」の関係の確認

受益者負担の

程度、市が関

与する程度は

適切でしたか

４年間の振

り返り

後期に向

けた課題

①庁舎建設検討市民会議は、市内の各種団体や一般公募から選出された委員で構成する組織で、基本計画や基本設計について検

討して頂いている。

②事業の進捗段階に応じて協議して頂き、平成２２年度末までに15回の市民会議を開催している。

市が庁舎を建設する事業であることから、受益者から負担を求めるものではない。

全体を通じて

４年間の振

り返り

庁舎整備事業は市民検討会議や、議会特別委員会での検討や、地域の方々の理解や協力のもとに進められており、今後も市民の理

解や協力が得られるように事業を進めていく必要がある。

８　総合評価・次年度の事業の方向性改善の計画８　総合評価・次年度の事業の方向性改善の計画８　総合評価・次年度の事業の方向性改善の計画８　総合評価・次年度の事業の方向性改善の計画

後期に向

けた課題

後期は建設工事が着工となるため工事による駐車場、会議室、倉庫等の確保など様々な影響を最小限とするための対策が必要であ

る。

行財政改革

の取組区分

【記載不要】

21年度決算と比

べての効果額

(千円)

具体的な

取組事項

【政策的事業のため記載不要】

【記載不要】

効果額説明(算

出根拠）、特殊要

因

【政策的事業のため記載不要】

施策の成果指

標又はムトス

指標

コストを削減す

るためにどの

ような工夫をし

てきましたか

４年間の振

り返り

上位の

施策への

結びつき

上位施策の目

的

市民、市内滞在者、財産の災害や火災の被害を軽減する。

この事務事業

は施策の目的

達成にどのよ

うに貢献しまし

たか

４年間の振

り返り

４年間の振

り返り

後期に向

けた課題

ない 成果指標や指標値を修正する必要はありますか

現在の庁舎が耐震性に欠け、大規模災害に対する体制が十分でないことから、庁舎建替事業を第5次基本構想前期基本計画の大規

模事業に決定し、平成２７年度までに新庁舎の建設及び現庁舎の耐震改修を完了するように計画を決定し、事業を進めている。

建設コストの削減、維持管理コストの削減が図ることが可能となる設計を行う。

特になし

新庁舎の建設事業が早期着工でき、予定どおりに事業が進捗するように調整していくことが課題である。

庁舎建設事業を市民の理解と情報共有を図るため、庁舎建設検討市民会議、市議会庁舎建設特別委員会、庁内検討組織により、庁

舎建設の基本的な方針、基本計画、基本設計の検討を行い事業を進めてきた。また、近隣地区や地権者の協力を得て進める事業で

あることから、地域の方々との協議や相談などを通じて情報共有に努めている。

①地域内の多くの事業者が庁舎建設に係わることにより、事業による地域経済への効果を図る。

②地域の設計業者による設計や、地域内で生産される製品の活用など、地域の事業者が建設に参入できるように検討する。

ない

４年間

の振り

返り

多様な主体の役割の

発揮状況

①その主体は誰で、

どのような役割を果

たしましたか。

②その主体が役割を

発揮するために、行

政はどのような働き

かけをしてきました

か、又は、配慮してき

ましたか）

後期に向

けた課題

この事務事業

の成果を向上

させるためにど

のような工夫を

してきましたか

後期に向

けた課題

後期に

向けた

課題

目的見直し 事業のやり方改善現状維持休止廃止別事業に統合拡大完了 縮小 目的見直し 事業のやり方改善


